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GLOBAL  YEAR 

身体活動と運動の定義 

身体活動は、エネルギー消費を必要とする骨格筋によって生成される身体の動き

として定義され(1)、フィットネス、健康、およびウェルネスの改善または維持を目

的とした、日常的な日課および体系化された運動プログラムで実行される目的の

ある活動が含まれる。運動は、計画され、構造化され、多くの場合、反復的な動き

を伴う身体活動の一種である。身体活動と運動は、他の健康的なライフスタイル行

動や医学的治療と併せて、複数の疾患プロセスの予防、管理、リハビリテーション

において重要な役割を果たす。 

https://www.iasp-pain.org/resources/fact-sheets/?_category=2023-integrative-pain-care


 

運動は心肺機能（有酸素性）と筋力、可動性/柔軟性、体組成を改善する(1-3)。個

別の運動プログラムを処方する際には、頻度（どのくらい頻回か）、強度（どのくら

いの負荷か）、時間（継続時間または運動間隔）、タイプ（モードまたは種類）、およ

び進行状況（運動の進歩または後退）などが考慮される。ただし、痛みの管理に最

適な運動の種類や量は個人によって異なる。すべての人が運動介入に同じように

反応するわけではなく、慢性的な痛みのある人は、急激な運動の後に痛みの悪化

を経験する可能性がある。特に運動経験の浅い人の場合、急激な運動の後に、短

期間で痛みの軽度な悪化が予想される場合がある。この可能性については患者と

話し合い、統合的疼痛ケアチームによって管理される必要がある。さらに、運動療

法を中止するのではなく、健康状態、身体能力、年齢、臨床症状などの個人の特性

に応じて、運動プログラムへの適応を考慮する必要がある。不良転帰の予測因子

としては、強い痛みの重症度、より長い痛みの持続期間、複数部位の痛み、過去の

痛みのエピソード、不安/抑うつ、より重症度の高い苦痛、不適切な対処法、社会的

サポートの低下、高齢、ベースラインとなる身体器質的障害の重症度が高いこと、

より大きな運動制限とそれに伴う痛みの重度の増悪が挙げられる(4-7)。これら

の特徴を持つ人は追加のサポートが必要な場合があり、ゆっくりと進行するプログ

ラムのほうが有効なことがある。身体活動や運動プログラムは、個人で行うことも、

同様の症状を持つ他の人々とグループで行うこともできるため、社会的な要素が

加わり、モチベーションが高まり、より励みになる環境が生まれる傾向があること

に言及することが重要である。 

身体活動と運動の作用メカニズム 

運動は、生物心理社会的スペクトル全体にわたって多峰性の効果を引き起こす。動

物を使った研究では、運動が末梢神経系と中枢神経系、末梢組織、免疫系のいず



 

れにも変化をもたらす可能性があることが示されている(8、9)。定期的に身体活

動を行っている人は痛みが軽減され、炎症が軽減されることがヒトを対象とした

研究で裏付けられている(9-12)。さらに定期的な運動は、心理的な併存疾患（運

動への恐怖、不安、うつ病）、気分、睡眠の質、身体的および認知的な機能を改善す

ることが示されている(1、2、13)。 

身体活動と運動が痛みに及ぼす影響に関する臨床エビデンス 

運動による身体活動の増加は、慢性疼痛の発症リスクを軽減するための予防策と

して、また、慢性疼痛を抱えて生活している人々の疼痛を軽減し、機能と生活の質

を改善するための最優先の治療として推奨されている（図 1を参照）。 

 

予防: 運動不足や長時間座位でいる行動様式は健康に有害であり(13,15)、慢性

疼痛発症の危険因子である。たとえば、定期的に運動する人は、長時間座位でいる

人に比べて、12 か月間で痛みが少ないと報告し、慢性的な痛みを発症する可能性

が低くなる(16)。さらに、定期的な身体活動や運動は、心臓病、糖尿病、いくつか

のがん、メンタルヘルス、生活の質、幸福や脳卒中などの他の非感染性疾患の予防

にも役立つ。 



 

治療: 変形性関節症、腰痛、線維筋痛症などを含む複数の痛みの症状において、

身体活動と運動が自己申告による痛みの重症度、身体機能、心理機能、生活の質

の良好な改善につながることが、いくつかのレビューで実証されている(13)。文

献にはさまざまな結果と効果量が存在するが、それらの矛盾はサンプルサイズが

小さいこと、研究力が不十分であること、長期追跡調査が限られていること、運動

介入の遵守と期間が原因である可能性がある。 

身体活動や運動を促進および処方する医師 

多くの臨床医は痛みの管理や健康のための身体活動や運動の利点について患者

に対して教育しているが、ケア計画の一環として患者に特定の運動の推奨事項を

理学療法士、カイロプラクティック、トレーナーなどに対して処方し、修正しながら

積極的に推進する臨床医もいる。包括的な管理計画の一部として身体活動と運動

を統合するには、すべての医療者が介入として身体活動と運動を奨励し、個別化

された個人中心のアプローチの必要性を理解する必要がある。治療的運動プログ

ラムでは、各人にとって有意義で、達成可能で、楽しい活動を選択し、痛みの悪化、

過負荷、筋肉/関節の損傷などの悪影響の可能性を減らすために、専門家の監督

が必要であることを強調することが重要である(3,17)。 

統合的ケアアプローチにおける身体活動と運動 

統合的医療チームの一員であるすべての医療者は、身体活動と運動介入の利点と、

急性増悪の可能性への反応は患者によって異なることを理解する必要がある。統

合的疼痛ケアチームは、身体活動に伴う痛み、倦怠感、最適な活動量や種類が明示

できないこと、身体活動に対する好み、個人の信念、身体活動や運動に対する否定

的な気持ちなど、身体活動や運動に参加する際の一般的および特定の障壁に対処



 

する必要がある。痛みの軽減または変化を経験する患者もいるが、身体活動や運

動を 1 回行った後に痛みが増加する患者もいる。身体活動や運動への最初の曝露

に伴う痛みは、アドヒアランスの障壁となり、多くの人は、医療者によって処方され

た日常的な身体活動や運動を維持することが困難であると感じている。身体活動

や運動に伴う急性の痛みの増悪は、統合的ケアチームが予測し、管理する必要があ

る。動機付け戦略、行動変容介入、社会的サポート、目標設定、個人のペースで行う

運動、教育、個人の好みの利用により、運動への遵守が強化される(18)。統合的

疼痛管理モデルの一部として提供される追加の治療法は、経皮的電気神経刺激療

法、徒手療法、鍼治療、温熱療法などを含み、運動誘発性の症状の管理にも役立つ。 

包括的な疼痛治療プログラムには、患者の個別のニーズ、期待、能力に合わせて調

整され、身体活動の増加、特に運動による痛みに対する障壁を軽減するのに役立

つような個人中心の運動プログラムが組み込まれている必要がある。治療の目標

は、痛み、機能、気分、生活の質の改善という長期的な効果につながる運動プログ

ラムを長期的に確立することである。統合的疼痛チーム間で一致した臨床意見、現

実的な治療効果の説明、運動処方を修正することは、コンプライアンスを促進し、

運動介入に関連した否定的な信念を減らすのに役立つ。 
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